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Ⅱ．法令解釈指針・事例  

１．定義（法第２条関連）  

(1) 「個人情報」（法第２条第１項関連）  

法第２条第１項  

この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に

含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他

の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができること

となるものを含む。）をいう。  

 

 

「個人情報」
※１

とは、生存する「個人に関する情報」であって、特定の個人を識別

することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個

人を識別することができる
※２

ものを含む。）をいう。「個人に関する情報」は、氏名、

性別、生年月日等個人を識別する情報に限られず、個人の身体、財産、職種、肩書等

の属性に関して、事実、判断、評価を表すすべての情報であり、評価情報、公刊物等

によって公にされている情報や、映像、音声による情報も含まれ、暗号化されている

かどうかを問わない。  

 

なお、死者に関する情報が、同時に、遺族等の生存する個人に関する情報でもある

場合には、当該生存する個人に関する情報となる。  

また、「生存する個人」には日本国民に限られず、外国人も含まれるが、法人その他

の団体は「個人」に該当しないため、法人等の団体そのものに関する情報は含まれな

い（ただし、役員、従業員等に関する情報は個人情報）。  

 

※１ 法は、「個人情報」、「（４）個人データ」及び「（５）保有個人データ」の語を使い分けており、個人情

報取扱事業者に課せられた義務はそれぞれ異なるので、注意を要する。  

※２ 「他の情報と容易に照合することができ、…」とは、例えば通常の作業範囲において、個人情報デ

ータベース等にアクセスし、照合することができる状態をいい、他の事業者への照会を要する場合、

当該事業者内部でも取扱部門が異なる場合等であって照合が困難な状態を除く。  

【個人情報に該当する事例】  

事例１) 本人の氏名  

事例２） 生年月日、連絡先（住所・居所・電話番号・メールアドレス）、会社における職位又は

所属に関する情報について、それらと本人の氏名を組み合わせた情報  

事例３） 防犯カメラに記録された情報等本人が判別できる映像情報  
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事例４） 特定の個人を識別できるメールアドレス情報(keizai_ichiro@meti.go.jp 等のようにメー

ルアドレスだけの情報の場合であっても、日本の政府機関である経済産業省に所

属するケイザイイチローのメールアドレスであることがわかるような場合等)  

事例５） 特定個人を識別できる情報が記述されていなくても、周知の情報を補って認識する

ことにより特定の個人を識別できる情報  

事例６） 雇用管理情報（会社が従業員を評価した情報を含む。）  

事例７） 個人情報を取得後に当該情報に付加された個人に関する情報（取得時に生存する

特定の個人を識別することができなかったとしても、取得後、新たな情報が付加さ

れ、又は照合された結果、生存する特定の個人を識別できた場合は、その時点で

個人情報となる。）  

事例８）官報、電話帳、職員録等で公にされている情報（本人の氏名等）  

【個人情報に該当しない事例】  

事例１) 企業の財務情報等、法人等の団体そのものに関する情報（団体情報）  

事例２） 記号や数字等の文字列だけから特定個人の情報であるか否かの区別がつかない

メールアドレス情報(例えば、abc012345@ispisp.jp。ただし、他の情報と容易に照合

することによって特定の個人を識別できる場合は、個人情報となる。)  

事例３） 特定の個人を識別することができない統計情報 


